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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期

中間連結会計期間
第52期

中間連結会計期間
第51期

会計期間
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2024年４月１日
至　2025年３月31日

売上高 （千円） 16,972,894 18,272,560 35,069,991

経常利益 （千円） 1,496,980 1,678,027 3,600,662

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 914,049 1,059,094 2,338,913

中間包括利益又は包括利益 （千円） 932,920 1,079,516 2,368,152

純資産額 （千円） 13,575,928 15,521,277 15,184,688

総資産額 （千円） 21,825,755 24,128,863 24,485,065

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 49.24 57.32 127.05

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 62.2 64.3 62.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 2,150,561 2,372,690 3,886,295

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △812,220 △592,011 △1,342,571

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,736,804 △851,486 △2,123,567

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 6,346,883 8,101,293 7,166,960

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「１株当たり中間純利益」又は「１株当たり当期純利益」の算定上、役員報酬BIP信託及び従業員対象株式

付与ESOP信託が所有する当社株式を期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

EDINET提出書類

株式会社早稲田アカデミー(E05028)

半期報告書

 3/20



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当中間連結会計期間における我が国経済は、各種政策の効果による所得環境の改善等を背景に緩やかな回復がみ

られる一方で、長引く物価上昇や米国の通商政策の影響による景気の下振れリスクが高まり、注視が必要な状況が

続いております。

学習塾業界におきましては、少子化の進行という構造的な課題がある中で、大学入試制度改革や教育のデジタル

化が進展し、より多様化するニーズに対応した質の高い教育サービスの提供が求められております。

当社グループは、今春、中学・高校・大学入試の全てにおいて合格実績伸長を実現することができました。これ

は、成績向上と志望校合格という進学塾としての「本来価値」と、早稲田アカデミー独自の「本質価値」である

「ワセ価値」を両輪に、教育理念「本気でやる子を育てる」の徹底実践による質の高い教育サービスの提供に注力

し続けてきた成果です。

当中間連結会計期間におきましても、教務面では、職員研修の充実による教務力向上、昨年新設した難関都県立

高校受験対策コースの拡充による地域戦略強化を進めてまいりました。当社グループの合格実績戦略の中核を担う

志望校別対策コースの受講者数も前年を上回って堅調に推移しており、収益面での寄与に加えて来春の合格実績伸

長につながるものと期待しております。運営面では、今春の合格実績躍進の効果に加え、人気アニメとのコラボ

レーションによる広告施策などを進めたことにより、前年を大きく上回るお問い合わせをいただき、塾生数も順調

に推移いたしました。また、当社の夏期合宿・夏期集中特訓についても総参加者数が15,000人を超え、収益伸長に

大きく寄与いたしました。

校舎展開といたしましては、中期経営計画の重点施策である「2027年個別指導校舎100校体制」に向けて、2025

年７月に早稲田アカデミー個別進学館成増校を新規開校し、74校体制となりました。「大学受験部の新領域開拓」

に向けては、同７月に東進衛星予備校都立大学校、さらに同10月には東進衛星予備校王子校を新規開校し、東進衛

星予備校は全８校舎となりました。小・中学生の集団指導を核とし、個別指導や東進衛星予備校の体制強化を進め

ることで、中学・高校進学後の多様な学習ニーズに対応し、当社グループの教育サービスをより長期にわたりご利

用いただくことで、「Life Time Value（顧客生涯価値）」の最大化を図っております。

経営上の重要課題である「採用と育成の強化」につきましては、各種就活イベントの開催や内部リクルートの強

化を通じ、当社の教育理念に共感する人材の獲得に注力いたしました。また、本年、当社が創立50周年を迎えるこ

とを機に、全社員が自身の目標を定めた「MY GO TO宣言」や各界で活躍する卒塾生が自身の原点を語る「アルムナ

イボイス」など、様々な施策に取り組んでおります。こうした取り組みを通じて企業文化の醸成や組織の活性化を

図るとともに、塾生や従業員のエンゲージメント向上、ひいては業績の伸長に努めてまいります。

当中間連結会計期間における期中平均塾生数につきましては、49,535人（前年同期比3.9％増）と堅調に推移い

たしました。学部別では、小学部29,518人（前年同期比5.1％増）、中学部16,994人（前年同期比0.9％増）、高校

部2,870人（前年同期比11.5％増）、その他153人（前年同期比7.8％減）と、引き続き小学部が全体を牽引いたし

ました。

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は、18,272百万円（前年同期比7.7％増）、営業利益1,667百万円（前

年同期比11.2％増）、経常利益1,678百万円（前年同期比12.1％増）、親会社株主に帰属する中間純利益1,059百万

円（前年同期比15.9％増）となりました。

 

②財政状態の分析

流動資産は、前連結会計年度末比375百万円減少の10,876百万円となりました。これは、営業未収入金1,474百万

円の減少と、現金及び預金948百万円、前払費用194百万円の増加が主な要因であります。

固定資産は、前連結会計年度末比19百万円増加の13,252百万円となりました。うち、有形固定資産は、前連結会

計年度末比66百万円増加の5,969百万円、無形固定資産は、前連結会計年度末比62百万円減少の1,708百万円、投資

その他の資産は、前連結会計年度末比15百万円増加の5,574百万円となりました。

　この結果、当中間連結会計期間末の資産総額は、前連結会計年度末比356百万円減少し、24,128百万円となりま

した。

 

流動負債は、前連結会計年度末比746百万円減少の5,031百万円となりました。これは、前受金332百万円、未払

法人税等179百万円、未払金151百万円、未払消費税等100百万円の減少と、株主優待引当金120百万円の増加が主な

要因であります。
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固定負債は、前連結会計年度末比53百万円増加の3,575百万円となりました。これは、資産除去債務26百万円、

退職給付に係る負債22百万円の増加が主な要因であります。

この結果、当中間連結会計期間末の負債総額は、前連結会計年度末比692百万円減少し、8,607百万円となりまし

た。

 

当中間連結会計期間末の純資産額は、前連結会計年度末比336百万円増加の15,521百万円となりました。これ

は、親会社株主に帰属する中間純利益1,059百万円の増加と、剰余金の配当742百万円の減少が主な要因でありま

す。

 

以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の62.0％から64.3％となりました。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、以下に記載のキャッシュ・フローにより8,101百万円とな

り、前連結会計年度末に比べ、934百万円増加いたしました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純利益1,678百万円、減価償却費577百万円、売上債権

の減少額1,475百万円等が収入要因となり、他方、前受金の減少額332百万円、法人税等の支払額834百万円等が支

出要因となりました。

この結果、営業活動によるキャッシュ・フローは、2,372百万円の収入となり、前年同期に比べ222百万円収入が

増加いたしました。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出305百万円、無形固定資産の取得による

支出243百万円、差入保証金の差入による支出31百万円等が支出要因となりました。

この結果、投資活動によるキャッシュ・フローは、592百万円の支出となり、前年同期に比べ220百万円支出が減

少いたしました。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、リース債務の返済による支出109百万円、配当金の支払額741百万円が支

出要因となりました。

この結果、財務活動によるキャッシュ・フローは、851百万円の支出となり、前年同期に比べ885百万円支出が減

少いたしました。

 

（3）経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。
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（4）主要な設備

当中間連結会計期間において、以下のとおり主要な設備の新設が完了いたしました。

①新設

会社名 事業所名（所在地） 設備の内容 開校（完了）年月

株式会社

早稲田アカデミー

早稲田アカデミー個別進学館

成増校

（東京都板橋区）

教室（保証金及び建物並びに附属設備） 2025年７月

早稲田アカデミー

東進衛星予備校都立大学校

（東京都目黒区）

教室（保証金及び建物並びに附属設備） 2025年７月

株式会社

幼児未来教育

豊洲校

（東京都江東区）
教室（保証金及び建物並びに附属設備） 2025年４月

（注）株式会社早稲田アカデミーにおける2025年夏開校の設備新設計画については上記２校の開校に変更となり

ました。

 

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

（6）財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

　当中間連結会計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

について重要な変更はありません。

 

（7）研究開発活動

　該当事項はありません。

３【重要な契約等】

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数(株)

（2025年９月30日）
提出日現在発行数（株）
（2025年11月７日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 19,012,452 19,012,452
東京証券取引所

プライム市場

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式であり、単

元株式数は100

株でありま

す。

計 19,012,452 19,012,452 － －

 

(2)【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　 該当事項はありません。

 

(4)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2025年４月１日

～

2025年９月30日

－ 19,012,452 － 2,014,172 － 1,963,121

 

EDINET提出書類

株式会社早稲田アカデミー(E05028)

半期報告書

 7/20



(5)【大株主の状況】

  2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

株式会社ナガセ 東京都武蔵野市吉祥寺南町１丁目29番２号 3,407 18.35

河端　真一 東京都渋谷区 1,850 9.96

英進館株式会社 福岡県福岡市中央区今泉１丁目11番12号 1,842 9.92

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区赤坂１丁目８番１号 1,034 5.57

福山産業株式会社 広島県福山市本庄町中３丁目19番１号 954 5.13

株式会社明光ネットワークジャパン 東京都新宿区西新宿７丁目20番１号 951 5.12

早稲田アカデミー従業員持株会 東京都豊島区南池袋１丁目16番15号 826 4.44

株式会社学研ホールディングス 東京都品川区西五反田２丁目11番８号 526 2.83

教育開発出版株式会社 東京都杉並区下高井戸１丁目39番12号 330 1.77

株式会社ケーエスコーポレイション 東京都杉並区下高井戸１丁目39番12号 300 1.61

計 － 12,023 64.74
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(6)【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 442,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,553,500 185,535

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 16,052 － －

発行済株式総数  19,012,452 － －

総株主の議決権  － 185,535 －

（注）１．「単元未満株式」欄の普通株式には、自社保有の自己株式76株、役員報酬BIP信託が保有する当社株式79株及

び従業員対象株式付与ESOP信託が保有する当社株式50株が含まれております。

　　　２．「完全議決権株式（その他）」には、役員報酬BIP信託が保有する当社株式57,400株（議決権574個）及び従業

員対象株式付与ESOP信託が保有する当社株式35,300株（議決権353個）が含まれております。なお、役員報酬

BIP信託が保有する株式の議決権の数574個は、議決権不行使となっております。

 

②【自己株式等】

    2025年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社

早稲田アカデミー

東京都豊島区南池

袋一丁目16番15号
442,900 － 442,900 2.32

計 － 442,900 － 442,900 2.32

 

 

２【役員の状況】

　 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規

則第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,091,237 9,039,242

営業未収入金 2,123,469 648,638

有価証券 30,586 30,024

商品及び製品 137,368 98,598

原材料及び貯蔵品 77,177 88,076

前払費用 718,631 913,029

その他 78,085 64,731

貸倒引当金 △4,583 △5,782

流動資産合計 11,251,972 10,876,558

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 9,459,117 9,758,123

減価償却累計額 △5,465,608 △5,648,640

建物及び構築物（純額） 3,993,509 4,109,483

土地 1,098,446 1,098,446

リース資産 1,125,204 925,705

減価償却累計額 △651,016 △476,574

リース資産（純額） 474,188 449,130

建設仮勘定 719 2,272

その他 1,396,496 1,436,463

減価償却累計額 △1,059,808 △1,126,124

その他（純額） 336,688 310,339

有形固定資産合計 5,903,552 5,969,672

無形固定資産   

ソフトウエア 846,254 939,056

ソフトウエア仮勘定 136,773 72,015

のれん 751,049 661,035

その他 37,189 36,488

無形固定資産合計 1,771,267 1,708,595

投資その他の資産   

投資有価証券 669,317 683,788

繰延税金資産 1,037,273 1,072,036

差入保証金 3,393,177 3,420,332

長期前払費用 448,288 388,340

その他 21,993 20,313

貸倒引当金 △11,777 △10,773

投資その他の資産合計 5,558,272 5,574,037

固定資産合計 13,233,092 13,252,305

資産合計 24,485,065 24,128,863
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 365,791 316,417

未払金 868,173 716,389

未払費用 1,155,398 1,181,726

リース債務 181,025 158,520

未払法人税等 962,722 782,979

未払消費税等 428,489 328,331

前受金 889,873 557,788

賞与引当金 714,304 654,867

役員賞与引当金 22,802 －

株主優待引当金 127,451 247,550

資産除去債務 2,547 8,057

その他 59,439 79,361

流動負債合計 5,778,016 5,031,990

固定負債   

リース債務 301,656 299,892

退職給付に係る負債 1,129,976 1,152,078

資産除去債務 2,004,319 2,030,504

役員株式給付引当金 44,166 44,166

従業員株式給付引当金 20,759 20,759

その他 21,482 28,194

固定負債合計 3,522,359 3,575,594

負債合計 9,300,376 8,607,585

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,014,172 2,014,172

資本剰余金 2,095,752 2,095,752

利益剰余金 11,694,826 12,010,994

自己株式 △791,246 △791,246

株主資本合計 15,013,504 15,329,672

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 142,880 152,700

為替換算調整勘定 45,423 55,266

退職給付に係る調整累計額 △17,119 △16,361

その他の包括利益累計額合計 171,184 191,605

非支配株主持分 － －

純資産合計 15,184,688 15,521,277

負債純資産合計 24,485,065 24,128,863

 

EDINET提出書類

株式会社早稲田アカデミー(E05028)

半期報告書

12/20



（２）【中間連結損益及び包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

売上高 16,972,894 18,272,560

売上原価 11,943,173 12,691,737

売上総利益 5,029,721 5,580,822

販売費及び一般管理費 ※ 3,529,854 ※ 3,913,322

営業利益 1,499,866 1,667,499

営業外収益   

受取利息 3,060 10,058

受取配当金 14,867 10,877

不動産賃貸料 5,789 5,598

その他 10,041 10,397

営業外収益合計 33,759 36,932

営業外費用   

支払利息 4,310 4,283

自己株式取得費用 10,529 －

固定資産除却損 18,322 13,244

株式報酬費用消滅損 － 7,306

その他 3,483 1,569

営業外費用合計 36,645 26,404

経常利益 1,496,980 1,678,027

税金等調整前中間純利益 1,496,980 1,678,027

法人税、住民税及び事業税 592,791 658,841

法人税等調整額 △9,860 △39,909

法人税等合計 582,931 618,932

中間純利益 914,049 1,059,094

（内訳）   

親会社株主に帰属する中間純利益 914,049 1,059,094

非支配株主に帰属する中間純利益 － －

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 5,124 9,820

為替換算調整勘定 △2,350 9,843

退職給付に係る調整額 16,096 758

その他の包括利益合計 18,870 20,421

中間包括利益 932,920 1,079,516

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 932,920 1,079,516

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,496,980 1,678,027

減価償却費 569,905 577,178

貸倒引当金の増減額（△は減少） △346 195

賞与引当金の増減額（△は減少） △647 △59,436

株主優待引当金の増減額（△は減少） 123,841 120,099

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △18,403 △22,802

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 13,690 22,102

受取利息及び受取配当金 △17,927 △20,935

支払利息 4,310 4,283

のれん償却額 95,036 90,727

固定資産処分損益（△は益） 18,322 13,244

売上債権の増減額（△は増加） 1,379,856 1,475,106

棚卸資産の増減額（△は増加） 33,876 27,929

仕入債務の増減額（△は減少） 37,427 △49,373

前受金の増減額（△は減少） △297,264 △332,540

未払消費税等の増減額（△は減少） △51,483 △99,963

退職給付に係る未認識項目の償却額 886 1,106

その他の資産の増減額（△は増加） △242,921 △118,279

その他の負債の増減額（△は減少） △487,494 △115,387

小計 2,657,643 3,191,282

利息及び配当金の受取額 18,064 19,594

利息の支払額 △4,149 △3,604

法人税等の支払額 △520,997 △834,581

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,150,561 2,372,690

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △28,960 －

有形固定資産の取得による支出 △527,695 △305,641

資産除去債務の履行による支出 △28,715 △7,344

無形固定資産の取得による支出 △174,189 △243,745

差入保証金の差入による支出 △52,637 △31,689

差入保証金の回収による収入 10,448 4,805

定期預金の増減額（△は増加） △6,214 △8,397

その他の無形固定資産の取得による支出 △4,257 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △812,220 △592,011

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △114,162 △109,796

自己株式の取得による支出 △1,052,908 －

配当金の支払額 △569,734 △741,690

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,736,804 △851,486

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,628 5,141

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △400,092 934,332

現金及び現金同等物の期首残高 6,746,976 7,166,960

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 6,346,883 ※ 8,101,293
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

当社グループは、運転資金の効率的な調達のため、取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。これら

の契約に基づく借入未実行残高は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2025年３月31日）

当中間連結会計期間
（2025年９月30日）

当座貸越極度額 3,100,000千円 3,100,000千円

借入実行残高 － －

差引額 3,100,000 3,100,000

 

（中間連結損益及び包括利益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 　前中間連結会計期間
（自 2024年４月１日
　　至 2024年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

広告宣伝費 569,705千円 625,392千円

給与手当 631,545 668,738

支払手数料 381,360 443,454

賞与引当金繰入額 131,164 145,596

退職給付費用 11,336 11,789

貸倒引当金繰入額 243 545

株主優待引当金繰入額 208,294 227,683

 

　　　（注）当中間連結会計期間において、新しい経理システムの導入にあわせて勘定科目体系の見直しを行ったこと

　　　　　に伴い、主要な費目として表示しております「広告宣伝費」及び「支払手数料」のうち採用に関する費用に

　　　　　ついては「人材開発費」に、また「支払手数料」のうちシステム保守に関する費用については「保守・管理

　　　　　費」に変更しております。

　　　　　　この結果、前中間連結会計期間において表示しておりました「広告宣伝費」664,938千円は採用に関する

　　　　　費用を除いた569,705千円に、また「支払手数料」455,917千円は採用に関する費用及びシステム保守に関す

　　　　　る費用を除いた381,360千円に組み替えております。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

 
 
 

前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

現金及び預金勘定 7,272,243千円 9,039,242千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △905,460  △915,391

別段預金 △19,899 △22,556

現金及び現金同等物 6,346,883 8,101,293
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月25日

定時株主総会
普通株式 570,371 30 2024年３月31日 2024年６月26日 利益剰余金

（注）2024年６月25日定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び従業員対象株式付与ESOP信

託が所有する当社株式に対する配当金が、それぞれ1,724千円、1,067千円含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月31日

取締役会
普通株式 274,955 15 2024年９月30日 2024年11月28日 利益剰余金

（注）2024年10月31日取締役会の決議に基づく配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び従業員対象株式付与ESOP信託が

所有する当社株式に対する配当金が、それぞれ862千円、533千円含まれております。

 

　　　　　　３．株主資本の金額の著しい変動

　　　　　　　　当社は、2024年５月27日及び８月26日開催の取締役会決議に基づき、自己株式682,000株の取得を行い

　　　　　　　ました。この結果、当中間連結会計期間末における自己株式は、前連結会計年度末比1,052,908千円増加

　　　　　　　の1,166,334千円となりました。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月26日

定時株主総会
普通株式 742,927 40 2025年３月31日 2025年６月27日 利益剰余金

（注）2025年６月26日定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び従業員対象株式付与ESOP信

託が所有する当社株式に対する配当金が、それぞれ2,299千円、1,414千円含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

 
（決議）

 
株式の種類

配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年10月31日

取締役会
普通株式 371,389 20 2025年９月30日 2025年11月27日 利益剰余金

（注）2025年10月31日取締役会の決議に基づく配当金の総額には、役員報酬BIP信託及び従業員対象株式付与ESOP信託が

所有する当社株式に対する配当金が、それぞれ1,149千円、707千円含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループは、教育関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

小学部 10,149,357千円 11,149,824千円

中学部 5,849,760 6,077,846

高校部 848,089 926,450

その他 125,687 118,438

合計 16,972,894 18,272,560

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

１株当たり中間純利益 49円24銭 57円32銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 914,049 1,059,094

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間

純利益（千円）
914,049 1,059,094

普通株式の期中平均株式数（株） 18,561,610 18,478,077

（注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間ともに、「１株当たり中間純利益」の算定上、役員報

酬BIP信託及び従業員対象株式付与ESOP信託が保有する当社株式を期中平均株式数の計算において控

除する自己株式に含めております（前中間連結会計期間93,073株、当中間連結会計期間92,829

株）。

２．潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【その他】

　2025年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 （イ）配当金の総額……………………………………………………371,389千円

 （ロ）１株当たりの金額………………………………………………20円00銭

 （ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………………………2025年11月27日

（注）2025年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、支払いを行いま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

２０２５年１１月７日

株 式 会 社 早 稲 田 ア カ デ ミ ー

取 締 役 会 　 御 中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 廣瀬　美智代

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 田口　雄規

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社早稲

田アカデミーの２０２５年４月１日から２０２６年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（２０２５年４月

１日から２０２５年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益及び包括

利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社早稲田アカデミー及び連結子会社の２０２５年９月３０日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　　上
 

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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